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	２．汚職事件について
	○　調査対象となる者は、都道府県、政令指定都市、市、特別区、町村及び一部事務組合、広域連合（以下「一部事務組合等」という。）の事務に従事している特別職（首長、議員、その他の特別職）の地方公務員及び一般職の地方公務員（地方公務員としての身分を有しつつ公社等の事務に従事している者を含む。）である。
	○　この調査は、地方公共団体及び地方三公社、地方公務員共済組合、公益的法人等（以下「公社等」という。）において、令和2年度（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）に発覚した汚職事件の状況を把握するために実施したものである。
	○　なお、この調査における用語の定義は次のとおりである。
	汚職：　私利私欲のために職に関して不正をなすことをいうものであること。
	発覚：　公選される職（首長、議員）にある者が関係した汚職事件については、起訴された場合、それ以外の特別職及び一般職が関係した汚職事件については、地方公共団体においてその事実を確認した場合、又は事実を確認していないが起訴された場合をいうものであること。
	汚職事件の状況
	（１）件数、団体数、関係職員数
	（注）１　（　）内の数字は、前年度の人数を示す。
	（注）１　（　）内の数字は、前年度の人数を示す。
	（注）１　（　）内の数字は、前年度の人数を示す。

	
	１．懲戒処分者数及び分限処分者数について
	○　調査対象となる者は、都道府県、政令指定都市、市、特別区、町村及び一部事務組合、広域連合（以下「一部事務組合等」という。）の事務に従事している一般職に属するすべての職員である。
	○　この調査は、各地方公共団体が令和2年度（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）に行った懲戒処分及び分限処分に係る職員数の状況を把握するために実施したものである。
	○　なお、この調査における留意事項は次のとおりである。
	（１）地方公務員法上、分限処分に係る規定が原則適用除外とされている条件附採用期間中の職員及び臨時的任用職員のうち、分限処分に準じる措置が行われたものは、便宜上分限処分に付された者として調査しているものであること。
	（２）令和2年度中に同一の者が複数回にわたって休職処分に付された場合、その者を１人として計上しているものであること。
	（２）分限処分者数の状況
	分限処分者数の状況（事由別・種類別）　　　　　　　　　　　（単位：人）
	（注）１　（　）内の数字は、前年度の人数を示す。
	２　同一年度中に同一の者が複数回にわたって休職処分に付された場合、その者を１人として計上している。
	３　２以上の事由により分限処分に付された場合は、主たる事由により計上している。
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